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事業事前評価表 

2010 年 9 月 7 日 

国際協力機構農村開発部水田地帯第一課 

１．案件名（国名） 

国 名：ベトナム社会主義共和国 

案件名：北部中山間地域に適応した作物品種開発プロジェクト 

Project for the Development of Crop Genotypes for the Midlands and 

Mountain Areas of North Vietnam 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における農業セクターの開発実績（現状）と課題 

ベトナム国（以後「ベ」国）は、人口約 8,600 万人、国土面積約 33 万 km²、山岳・

丘陵地帯を多く有する国である。産業構造は、1980 年代半ばから始まった「ドイモイ

（刷新）」政策導入以降、経済システムは大幅に自由化され、国家経済はめざましい

発展を遂げてきた。改革がすすめられた 20 年間で鉱工業・製造業が年々増加し、農

業従事者は全体雇用人口の 70％から 50%以下に、また国内総生産も 40％から 20%程

度までシェアが低下した。しかし、国家経済は過去 20 年間で約 40 倍拡大したことか

ら、それに伴い農業生産の絶対的な規模は拡大しており（約 20 倍）、農業部門は、依

然として最重要産業の一つとして位置づけられている。なかでもコメは「べ」国国民

の主食であるとともに、年間 600 万トン近く（2009 年予測値）が輸出されており、外

貨獲得の手段としても重要な地位を占めている。 
コメを中心とした主要農産物の生産は、南北の平野部（メコンデルタ、紅河デル

タ）に偏在しており、北部、中部等の中山間地や山岳地帯などの条件の悪い栽培地域

では必要な食料を域内生産で十分まかないきれていない状況である。 

加えて、人口増加に伴う食料需要の増加や近年の過剰な森林伐採による土壌の流出

や水不足に起因する作物の収穫量の減少、更に、多発する洪水や干ばつ等で、長期的

な「食料の安定供給」は同国の大きな課題となっている。 

 「べ」国のコメ輸出の 10％弱を担っている北部の紅河デルタ流域においては、安

定自給、稲作労働の軽減等の観点から、高収量イネ品種の普及による集約的な農業生

産が行われている。一方、本案件の主たる対象地域となる「べ」国北部中山間地の稲

作については、冷涼な気候により 40％の地域で 1期作しか出来ないことや農業インフ

ラの未整備等、平野部との格差が顕著であり、農業生産性が低く、コメ自給率は概ね

60-70％と慢性的な食料不足をきたしている。このことが同地域の貧困削減、安定と

発展の妨げの一つとなっている。 

上記背景から、「べ」国においては、北部中山間地域をはじめとする各地域に適応

した高収量、病虫害抵抗性及び早生のイネ新品種の開発・導入が喫緊の課題として求

められている。 

さらに「べ」国のイネ品種開発技術については、政府関連機関や大学の研究者によ

って長年取り組まれ、これまでに一定の成果を上げてきたものの、同国では交配と選

抜を中心とした従来型の育種技術による品種開発を行っているため、現状では新品種

の開発に長大な時間を要していることから、遺伝子情報を駆使した大容量・高速ジェ

技協（地球規模課題対応国際科学技術協力）
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ノタイピングによる先端的な育種技術を導入し、品種開発事業の効率化、近代化を図

ることは、「べ」国の育種研究機関にとって重要な課題となっている。また、本研究

を国際科学技術協力として実施することは、我が国にとっても、自然環境の異なる地

域に適した新品種開発を通じた効率的な実証研究が可能になるという点において、意

義が高いと言える。 

 

(2) 当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

 「ベ」国は、「農業農村開発部門 5カ年計画（2006～2010 年）」において、農村部や

山岳地域等を含む地方における科学研究と適用を行うことが示されている。また、「社

会経済開発 10 ヵ年戦略（2000～2010 年）」においても食料安全保障の確保と米輸出の

促進等の適切な農業生産構造の構築が開発方針として掲げられており、現在策定中の

「新 5ヵ年計画（2011-2015 年）」においても米の生産を安定化させることが強調され

ていることから、本案件は、上記の国家政策に沿ったものと位置づけられる。 

 

(3) 農業セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

 我が国の対ベトナム国別援助計画（平成 21 年 7 月）において、「社会・生活面の向

上と格差是正」が 4つの重点分野の一つになっており、同分野においては、北部山岳

地域を含む貧困地域を重視した協力を行うこととされている。また、同分野の開発課

題の一つとして「地域開発・生計向上」が掲げられており、4 分の 3 を占める地方農

村部住民の生計向上を目的とした包括的な支援を行うことが援助の方向性として示

されている。 

2009 年 4 月に策定された JICA の援助方針における開発課題「地方開発・生計向上」

の中の「北部山岳地域開発プログラム」に位置づけられる。同プログラムの下では、

「北西部山岳地域農村開発プロジェクト」、「持続可能な農村開発のためのタイバック

大学機能強化プロジェクト」等が実施中であり、将来的には本事業とこれらのプロジ

ェクトとの連携の可能性が期待できる。 

 

(4) 他の援助機関の対応 

ハノイ農業大学（Hanoi University of Agriculture：HUA）をパートナーとして、

現在、ドイツ政府による北部山岳地域の農村開発プログラムやベルギー政府によるイ

ネに関する研究支援プログラムが実施されている。本事業とこれらの事業との重複は

ないものの、こうした他の援助機関の活動から生み出された研究成果については、本

事業においても活用できる可能性がある。 

 

３．事業概要  

(1) 事業の目的 

本事業は、「べ」国 HUA において、効率的なイネ育種法の開発及び北部中山間地域

の環境に適したイネ新品種育種のための有望系統の開発を行うことにより、同国にお

けるイネ品種育種のための基盤を強化することを目的とする。 
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(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

HUA 稲研究所（Rice Research Institute：RRI） 

HUA 農学部（Faculty of Agronomy：FA）食用作物学科（Department of Food Crop 

Science：FCS） 

 

(3) 事業概要 

1) プロジェクト目標と指標・目標値 

プロジェクト目標 

「べ」国北部中山間地域の自然・社会環境に適した短期生育、高収量・病虫害抵抗

性イネ品種育種のための研究基盤が強化される。 

 

＜指標＞ 目標値に関しては案件開始後に設定する予定 

• 以下の形質を有したイネ新品種の有望系統の数（目標値：少なくとも 2つ～3

つ） 

a) 生育期間がXX日短縮される。（現在の平均的な生育期間は秋が100～110日間、

春が 115～125 日間） 

b) 収量が現在の生産量よりも XX％増加する。（実験圃場での測定値を比較する） 

c) 病虫害（白葉枯病とトビイロウンカ）に対する抵抗性を有している。 

 

2) 成果と想定される活動（あるいは調査項目）と指標・目標値 

成果１ 大容量・高速ジェノタイピングによる効率的なイネ育種法が開発される。 

活動 1 

1-1 有用遺伝子の探索・同定を行う。 

1-2 大容量・高速ジェノタイピングを導入し、DNA マーカー選抜（MAS）の最適化

を行う。 

1-3 メコンデルタ地域の高温環境を利用して、効率的な世代促進を図る。 

指標・目標値 

1-1 HUA において収集された遺伝資源の数（目標値 xx） 

1-2 HUA において同定された有用遺伝子の数（目標値 xx） 

1-3 大容量・高速ジェノタイピングに適用可能な遺伝子の数（目標値 xx） 

 

成果 2 対象地域の環境に適した短期生育・高収量・病虫害抵抗性に関与する遺伝子

を有する有望系統を開発する。 

活動 2 

2-1 短期生育・高収量・病虫害抵抗性に関与する遺伝子を有する有望系統を開発

する。 

2-2 有望系統に有用遺伝子を集積する（ピラミディング）。 

2-3 有望系統群の形質調査を行う。 

指標・目標値 

2-1 開発されたイネ新品種育種のための有望系統群の数（目標値 xx） 
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成果 3 イネ有望系統群の生理生態学的特性が明らかになる。 

活動 3 

3-1 有望系統群（既存及び新たに開発された系統）の生理的特性を検定する。 

3-2 有望系統群（既存及び新たに開発された系統）の環境適応性試験を実施する。 

3-3 有望系統群に対応した推奨される栽培法に関する情報を取りまとめる。 

指標・目標値 

3-1 実施された生理的特性の検定の数（目標値 xx） 

3-2 環境適応性試験が実施された有望系統の数 

3-3 実施された栽培法の検定数 

 

3) 投入の概要 

① 日本側 
a)専門家派遣 
・ 長期専門家：1名（業務調整員） 
・ 短期専門家: 6 名（遺伝学・植物育種、作物科学、機材に関する技術アドバイ
ザー） 
 

b)供与機材 
・ 研究用の資機材（大容量・高速ジェノタイピングシステム等） 
・ プロジェクト車両 
 
c)本邦研修（外国人研究者招聘） 

・   短期研修 

 

d)在外事業強化費 

 

② 「べ」国側 
a) カウンターパートの配置 
 
b) 施設及び資機材 
・ プロジェクトオフィス 
・ 研究室 
・ 試験圃場 
 
c) ローカルコスト(研究活動のための経常経費) 
 

 

(4) 総事業費/概算協力額 

3.8 億円（JICA 予算ベース） 

 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2010 年 12 月～2015 年 12 月（60 ヶ月間、予定） 

 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

①日本側 
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九州大学 大学院農学研究院（*代表研究機関） 

九州大学 熱帯農学研究センター 

名古屋大学 生物機能開発利用研究センター 

 

②「べ」国側 

HUA 稲研究所（RRI）（*代表研究機関） 

HUA 農学部（FA） 食用作物学科（FCS） 

 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：C 

② 影響と回避・軽減策 

 プロジェクト活動が環境社会的な負のインパクトを与える可能性は予見されな

いことから、特段の配慮要因はない。 

 

2) 貧困削減促進 

プロジェクト活動の実施上、特段の配慮はない。 

 

3) ジェンダー 

特段の配慮要因はない。 

 

(8) 他ドナー等との連携 

  特になし。 

 

(9) その他特記事項 

  特になし。 

 

４. 外部条件・リスクコントロール 

① 外部条件 

（前提条件） 

・ ベトナム政府から HUA に対するプロジェクト実施のための財政的支援が継続的に

行われる。 

 

（プロジェクト目標達成のための外部条件） 

・ 開発される有望系統群が育種のために活用される。 

 

（成果達成のための外部条件） 

・ 「べ」国側研究者が頻繁に交代しない。 

 

② リスクコントロール 
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・ プロジェクト実施中の HUA 側負担予算管理、政府に対する予算申請の徹底。 

・ 「べ」国側研究者リストの確定と固定化。 

 

 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

 ベトナム国「ハノイ農業大学強化計画」の終了時評価より、新規に導入される供与

機材の維持管理費の将来負担については、機材の導入前に相互協議が実施されること

が必須であるとの教訓を得ており、本事業においては、この点について、プロジェク

ト開始前に関係者間で十分な確認を行うこととしている。 

 

６. 評価結果 

(1) 妥当性 

 本事業は、以下の理由により、妥当性は高いと判断される。 

• 「べ」国は、現在米の輸出国となっているものの、年率 1％以上の増加率で成

長する人口に呼応して、米に対する需要は年々増加していることに加え、国

内では未だ生産の安定しない地域を抱えている。「べ」国政府は、長年、全国

レベルで食料安全保障を確保することを、最も重要な国家開発目標として掲

げてきた。現在策定中の「新 5 カ年計画（2011-2015 年）」においても、米の

生産を安定化させることが強調されており、イネの生産性改善を目的とする

本事業は、こうした政策実現に貢献することが期待される。 

• 本事業が裨益地域とする北部中山間地域は、住民の多くが少数民族で貧困率

が高い上、非農業部門の発達が著しく遅れており、一次産業への依存度が高

い。一方、灌漑など生産基盤の整備は十分すすんでおらず、米を初めとする

農産物の生産性は全国平均より低い。このため、恒常的な食料不足地域の一

つとなっていることから、生産性の高い改良品種の導入に対する住民のニー

ズは高い。 

• 日本政府は、「べ」国に対する「国別援助計画」において、地方農村住民の生

計向上を重点支援分野の一つとして掲げており、同地域の主食作物の生産安

定に寄与する本事業は、我が国政府の援助政策との整合性は高い。 

• 「べ」国では、イネの品種改良は政府関連機関や大学の研究者によって長年

取り組まれ、これまでに一定の成果を上げてきたものの、当国では交配と選

抜を中心とした従来型の育種技術によっているため、現状では新品種の開発

に長大な時間を要していることから、先端的な育種技術を導入し、改良事業

の効率化、近代化を図ってゆく必要がある。我が国のイネの育種技術は世界

でもトップレベルにあり、本事業協力分野における我が国の優位性は明かに

高いと言える。 

 

(2) 有効性 

 以下の理由により、本事業の有効性は高いと見込まれる。 

• プロジェクトの基本計画では、多収性・病虫害耐性を有する遺伝子情報の探
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索・同定からはじまり、DNA マーカーデザイン・選抜技術を日・越双方の大学

の協力により確立し（成果１）、確立した技術でもって必要な特性をもった作

物系統群を開発（成果２）、さらには開発された作物系統群の生理的な特性を

明らかにした上で、栽培に必要となる情報の整備を進めてゆく（成果３）と

いう活動の流れになっており、事業内容の論理的な合理性は高いと考えられ

る。 

• 作物の新品種は開発された後、品種登録の手続きを経て、種子会社・種子農

家によって増殖され一般の栽培農家に供される。「べ」国においても、このよ

うな種子の増殖・配布システムはすでに確立しているものの、通常このプロ

セスに最低でも 2～3年を要するため、本事業が予定されている 5年間で、新

たに開発されるイネの新品種が農民に普及される段階まで想定することは不

可能である。したがって、事業の目標を将来の新品種の普及を目指した「イ

ネ品種育種のための基盤強化」と設定することは、合理的であると考えられ

る。一方、本件事業の成果が、想定する地域の住民に裨益してゆくためには、

大学で開発される品種素材が実用的な新品種の開発に結びつくことが不可欠

であり、大学と農業省や種子会社との連携が強化される必要がある。 

 

(3) 効率性 

 本事業は、以下の理由により効率的な実施が見込まれる。 

• 本事業の実施機関である HUA に対しては、1998 年から 6 年間、九州大学を日

本側協力機関として大学全体の能力向上を目的とした技術協力「ハノイ農業

大学強化計画」が実施されたが、同大学はその後目覚ましい発展を遂げ、現

在では国内最大の農業専門大学に成長した。HUA と九州大学との間では、前回

のプロジェクト終了後も、イネの育種分野で活発な研究交流が続けられてき

た。本事業でカウンターパートとして活動に従事する予定の研究員には、こ

れまで九州大学をはじめ日本の大学で学位を取得したものが多数含まれてい

る。このように、本事業は日・越間でこれまで培われてきた強い人的なネッ

トワークを基盤に実施されるものであり、極めて効率性の高い事業運営が期

待できる。 

• HUA は本事業の実施にあわせ、関連分野の若手研究者（講師）を起用したカウ

ンターパートグループを組織するとともに、必要となる施設の整備やローカ

ルコストの準備を独自予算によって進める予定である（一部事業は既に開始

されている）。これに対し、日本側からは、JST との連携事業として、研究者

の短期専門家としての派遣、研究用機材の供与と C/P 研究員の本邦研修を支

援する予定である。このように、本事業は日・越がもつリソースを最大限活

用する形で実施される計画であり、期待される成果に対する投入の効率性は

高くなることが見込まれる。 

• HUA をパートナーとし、現在、ドイツ政府による北部山岳地域の農村開発や、

ベルギー政府によるイネの品種改良に係わる研究支援プログラムが実施され

ていて、数々の研究成果が生み出されている。これらの成果は、本件事業で
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も活用できるものも含まれていると考えられるので、こうした既存事業との

連携・協調をすすめることで、事業の効率性を高めることが期待できる。 

 

(4) インパクト 

 本事業の実施により、以下の正のインパクトが見込まれる。 

• 「べ」国では現在、イネの品種改良は、本件事業の実施主体である HUA の他

に、農業農村開発省（MARD）傘下の複数の研究機関によって行われているが、

すでに述べたように、いずれも旧来型の育種技術によっている。本事業は、

先端的な技術の導入により、イネ育種分野の研究拠点としての HUA の能力・

機能向上に直接的なインパクトをもたらすことが期待される。さらに、他の

研究機関に所属する育種を行う研究者の多くは HUA を卒業した者が多く、国

内には HUA が核となった育種研究者ネットワークが存在することから、「べ」

国全体のイネ、ひいては作物全般の品種改良事業の発展に対して、間接的な

インパクトをもたらすことも期待される。 

• 本事業対象の北部中山間地域は少数民族の割合が高く、地理的条件に恵まれ

ないことから、国内で貧困層の割合が最も高い地域の一つとなっている。住

民の 8 割近くが農業生産に生計を依存しているにもかかわらず、これまでこ

の地域に対する農業研究・普及サービスは立ち後れてきた。将来、このよう

な地域をターゲットとした生産性の高い改良品種が効率的に開発・普及され

るようになれば、食料安全保障の向上、収入源の増加をとおした、貧困軽減

に結びつくことが期待できる。政府や他の援助機関も、貧困緩和の面から同

地域での開発事業を増やしており、相乗的なインパクトとなって発現するこ

とも期待される。 

• 本件事業実施にともなうマイナスのインパクトは、特に想定されない。 

 

(5) 自立発展性 

 本件事業は、以下のとおり高い自立発展性が見込まれる。 

• 現在のコメの国内消費レベルを見る限り、「べ」国でコメの基幹作物としての

地位が短期的に失われることは想定されず、政府は今後も戦略作物としてコ

メを重視してゆくものと推察される。上述のとおり、政府の開発政策との整

合性は高く、イネ育種事業に対する政策・制度面での支援は、当面継続され

るものと考えられる。 

• HUA では、イネの育種事業を研究・教育の両面で重点課題と位置付けており、

「イネ研究所」の設置・拡張に見られるように、施設や人材育成に対する投

資をすでに行っている。大学側は本件プロジェクトのカウンターパートとし

て若手研究者（講師）を数多く巻き込む計画であり、プロジェクト活動を通

しこれらの人材の育成が図られれば、プロジェクト終了後も、移転される技

術を使った育種事業が継続される見通しは高い。 

• HUA は、本件プロジェクトの実施のためにカウンターパート予算の申請を監督

省庁である MOET に対して提出する準備をすすめている。この他、MARD や種子
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会社あるいは援助機関との契約により、育種や種子増殖に関連する事業を複

数実施している。このように、HUA は外部機関に対し研究経費を申請し、獲得

する能力をすでに持っており、「べ」国の経済事情が極端に悪化しない限り、

本件プロジェクトの成果を発展的に活用する財政的面での自立発展性の可能

性は高いレベルで維持されることが見込まれる。 

• HUA の主要任務は教育と研究にあり、農民への普及事業に対し、直接的な責任

を負わない。このため本件事業の投入・成果が、将来、最終受益者である農

民に裨益してゆくためには、普及サービスを行う MARD、各省(province)の農

業局及び種子会社等との連携が、現状以上に強化され継続されることが前提

条件である。 

 

(6) 実現可能性（リソース確保、前提条件） 

 上述のとおり、HUA は本件プロジェクトの実施のために、ローカルコスト負担のた

めの予算申請を教育訓練省（MOET）、科学技術省（MOST）、MARD に対して行う準備をす

すめているが、プロジェクトの円滑な実施運営のためには、「べ」国政府によるカウ

ンターパート予算の拠出に対する協力が重要である。 

 

７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

暫定的に主な評価項目を設定した。(3.事業概要に記載) 

 

(2) 今後の評価のタイミング（予定) 

   ・中間レビュー  2013 年 4 月頃 

   ・終了時評価   2015 年 4 月頃 

 

以 上 

 

 


